２００６年２月定例議会を終えて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００６年３月２２日

日本共産党　広島県議会議員　辻　恒雄

　２００６年２月定例議会は、２月２１日開会、３月２２日に閉会しました。日本共産党の各議案に対する態度を以下のように決め、表決にのぞみました。(□＝賛成、■＝反対、△＝棄権)

【2月定例県議会の特徴と問題点】

知事後援会の政治資金規正法違反事件、真相究明に質問集中

　２月定例県議会は藤田知事個人後援会の政治資金規正法違反事件をめぐり議論が集中する異例の議会となりました。２月２０日に藤田知事の後援会事務局長、木原正則被告の初公判が行われました。その冒頭陳述で「後援会では毎回の知事選で各種議員への対策費として多額の出費が必要で、支出は激戦で数億円、無風でも数千万円に上った」と指摘されたことを受けて、政治と金の問題として県議会も黙過できない事態となりました。代表質問、一般質問でもほとんど会派・党派がこの問題をとりあげ、予算特別委員会でも質されました。

　一般質問で、知事に政治姿勢を質す、「私自ら様々なことについて、専門家と相談しつつ誠意を持って対処して参りたい」と知事答弁

　私も一般質問でこの問題を取り上げ、再々質問で、知事に「…議会の皆様から御指摘いただきましたことも踏まえ、私みずから様々なことについて、専門家と相談しつつ誠意をもって対処して参りたい」と一歩踏み出す答弁を引き出しました。しかし、対策費がいつ、どのようにして集められ、誰に、どのように渡されたのか、全く明らかになっていません。また、知事の祝賀パーティーで捻出した裏金についても、使途が明にされませんでした。

　新たな事実、何も出ず。真相究明に向けて「調査会」の設置がきまる
　知事は弁護士と相談しながら、元事務局長の聞き取りや関係書類の検討、後援会の解散や事務局長の更迭などを行っていますが、まだまだ努力が足りません。独自の努力と事態を打開するために、今後どのような対策をとるのか明確ではありません。

事務局長以外の後援会関係者の聞き取りはどうなのか、企業や団体、個人の関係はどうであるのか、政治資金報告書の関係はどうなのか、知事を応援した県議をはじめ、国会議員や地方議員の関係はどうであったのかなど、解明すべき事柄はほとんど明らかになっていません。

　議会では調査員会の設置をめぐり、議長提案の調査会と特別委員会を要求する自民議員会との間で、調整ができず、２２日の最終日に議案として両案が上程され、「調査会」案が賛成多数で可決されました。私は、「特別委員会」を設置する案に賛成しました。法で定められている正規の委員会で真相究明をはかることを重視し、一人会派も構成員とする特別委員会の設置を求めました。一方、「調査会」の構成は一人会派を意図的にはずしている点は問題です。あくまでも、全会派・党派で構成されるべきです。

知事辞職勧告決議案が否決される

最終日、自民議員会、県民同志会、県政会、如水会などが「藤田知事の辞職勧告に関する決議案」を提出し、賛成３２、反対３５で否決されました。反対したのは、自民刷新会、民主県政会、公明党、自民良政会、自民広政会などでした。

　私はこの決議案に賛成しました。知事の真相究明への姿勢は木原事務局長への聞き取りを始め、一定の努力はしているが、みずから積極的に真相解明に取り組む姿勢はきわめて弱く、十分ではありません。

　事務局長以外の後援会関係者への聞き取りをはじめ、知事選挙などで関係のあった企業や団体、個人などとの関係、パーティ券の売りさばき関係、知事選挙で応援した県議をはじめ、国会議員や地方議員の関係はどうであったのかなど、自ら率先して解明する手立てはいくらでもあるはずです。しかし、これら具体的な行動がほとんど見られませんでした。これらを通じて、県政への不信を増大させ、県民の信頼を失墜させてきたことは極めて重大です。知事の政治的、道義的責任を鑑みて、辞職勧告決議案に賛成しました。

１５ヶ月ぶりの一般質問、政治資金規正法違反事件や米軍岩国基地増強問題など２０項目にわたり質問

　今議会は、私に一般質問の機会が回ってきました。質問は３月３日、午後の２番目。質問項目は２０項目にわたるものです。知事の政治姿勢として、知事個人後援会の政治資金規正法違反問題を取り上げました。これまでの質疑では、後援会事務局長に「面談し事情聴取を重ねる」こと以外、知事が真相解明に向けみずから具体的な行動をしていません。知事のこの不十分な対応を問い質しました。再々質問での答弁はさきに明らかにしました。
　
 　米軍岩国基地増強問題では、知事に「米軍増強は受け入れないことを貫くべきだ」と要求しました。知事は「現時点においては、中間報告の内容を容認できる状況にはなく、今後とも県民の安全や安心を脅かすような懸念が払拭されるよう、市長会、町村会とも連携しながら、国に働きかける」と答弁しました。
　その他の質問項目について以下、列挙しておきます。
　①社会的格差と生活困難の広がり、②乳幼児医療費の無料化、③広島エアーポートビレッジ（株）に対する今後の対応、④県立高等学校の学力向上対策、⑤福山市松浜地区の風俗環境浄化対策と迷惑防止条例の効果、⑥鞆港の埋立て架橋事業のすすめ方と鞆のまちづくりを検討する場の設置、⑦国保事業へ県単独助成を、⑧県立社会福祉施設の民間移管、⑨住宅リホォーム助成制度の創設、⑩「黒い雨」降雨地域全体を被爆地域に拡大を、⑪広島高速５号線の整備はやめるべき事業、⑫広島中央フライトロードはムダな事業、⑬福山道路・福山西環状線整備事業のすすめ方、⑭県道熊野瀬戸線の事業のあり方、など質問しました。

　２００６年度予算案は対前年マイナス、５年連続。借金残高は１兆８億千万円余（過去最高）、当初予算の約２倍。大型開発は継続し、県民生活重視への切り換えが急務の当初予算。
  予算規模は一般会計9,741億円、特別会計2,579億円、企業会計829億円。前年度比５年連続マイナスの一般会計は、13年ぶりに１兆円台を割り込みました。財源不足が447億円で、行政改革推進債102億円を発行。加えて財政調整基金を207億円取り崩し、残高は27億円です。  その結果、県債残高は１兆8,440億円と過去最高を更新。歳出入から公債関係分を除いたプライマリーバランスはマイナス77億円です。中国横断道尾道松江線（74億円）が交付税措置されるなどもあり、藤田雄山知事は「財務体質改善のめどは見えてきた」（「中国」2月15日付）としていますが、県民向け予算の切り捨てと一体です。

  庶民増税、「三位一体改革」

  個人県民税が前年度比16,3％増の76億9,000万円。定率減税半減などの増税策の効果です。法人２税も、マツダのバブル期を上回る収益などを反映して前年度比20,3％増の1,202億円ですが、過去最高の90年の1,537億円を１００として７８にすぎません。税収が増えるのに予算縮小が続く大きな理由の一つが国の「三位一体改革」。地方譲与税150億円増の一方、国庫支出金と地方交付税で411億円の減です。

  県民向け予算の切り捨て、負担増の予算組み

  県立学校で1億2,000万円、県立広島大学で5,000万円運営費が削減され、指定管理者制度、障害者「自立」支援法施行による経費縮小が目立ちます。県立身体障害者リハビリテーションセンターなど障害児・者向け社会福祉施設運営費は39億円もの減。利用料、使用料・手数料の「改正」が相次ぎ、県立広島病院では、母乳が出ないなどの相談に応じる母乳外来利用料三千円が新設されます。これによる県民負担は2,686万1,000円になります。

  老人医療費助成は段階的廃止で、県職員200人程度、教職員が340人程度が減らされます。

  大企業応援・開発推進の事業にはメスが入らず

  企業の研究開発支援が新年度も１億4,000万円。企業誘致のための土地取得助成などに45億円あてられます。道路関係では広島高速公社への出資などと本四連絡道建設運営費だけで116億円。広島空港アクセス鉄道整備に引き続き予算が付けられ、空港アクセスの中央フライトロード事業も継続されます。 鞆港埋め立て架橋計画で、埋立て免許申請をにらんだ施策が盛り込まれました。

  押しつけ合併、道州制を突き進む広島県

  合併の押しつけで、県の市町村減少率は全国一位。国の合併推進の優等生ぶりを発揮しています。新年度も合併推進事業、合併支援のための道路整備などに69億円が投入されますが、合併自治体で起こっているのは暮らし、福祉の切り捨てです。この先にあるのが知事の「持論」の道州制。その導入が国・財界主導で重大局面に入りつつあります。県民は道州制を望んでいるのか極めて疑問です。国がすすめる道州制を広島県が先駆けて突き進もうとしています。

  戦争態勢づくりへと準備をすすめる

　自衛隊幹部の加わった協議で作成された「広島県国民保護計画」が1月20日、閣議決定されました。武力攻撃時の住民避難の名で国に呼応して戦時体制づくりを図るもので、3,000万円を計上しています。これも問題です。

  差別・選別教育推進

  県立高校の進学指導拠点5校、重点15校を指定して学力向上を図る予算が3,800万円。前年度に続くもので、公教育に差別・選別を公然と持ち込むものです。

  県民運動で実ったもの

  県民運動や日本共産党の奮闘で実ったものには私学への補助金２億円増、新規施策として青年の雇用対策のための若者自立支援プロジェクト800万円、県立広島病院母子医療機能強化7億円、アスベスト対策5億4,000万円、子どもの安全確保1,000万円などがあります。

  格差、貧困の広がり

  県内の生活保護世帯は1月末現在で約2万3,000世帯。教育扶助・就学援助を受給している児童生徒の比率は04年で15,9％、５年前と比べて５ポイント以上の増です。竹中総務大臣は１月の全国総務部長会議で「地方自治体は、行革を進めながら住民のニーズに的確に応える予算編成に取り組んでいただきたい」と言明。知事も記者会見で「予算規模の縮小ばかりでは県民生活の将来に好ましくない」（「毎日」2月15日付）と述べていますが、生活重視の予算への転換は、まさに急務となっています。

　以上、2006年度一般会計予算の問題点を明らかにしてきました。県民生活に役立つ予算も多く含まれていますが、政治的比重に鑑みて、一般会計予算には賛成できません。

【議案に対する態度について】

■第　１号議案　　平成十八年度広島県一般会計予算

· 上記のように問題点を明らかにしている。

□第　２号議案　　平成十八年度広島県証紙等特別会計予算
□第　３号議案　　平成十八年度広島県管理事務費特別会計予算
□第　４号議案　　平成十八年度広島県公共用地等取得事業特別会計予算
□第　５号議案　　平成十八年度広島県公債管理特別会計予算
□第　６号議案　　平成十八年度広島県母子・寡婦福祉資金特別会計予算
□第　７号議案　　平成十八年度広島県中小企業支援資金特別会計予算
□第　８号議案　　平成十八年度広島県農業改良資金特別会計予算
□第　９号議案　　平成十八年度広島県沿岸漁業改善資金特別会計予算
□第１０号議案　　平成十八年度広島県県営林事業費特別会計予算
□第１１号議案　　平成十八年度広島県林業改善資金特別会計予算
■第１２号議案　　平成十八年度広島県港湾特別整備事業費特別会計予算
· 広島港湾事業など無駄な大型公共事業が多いと指摘している。

□第１３号議案　　平成十八年度広島県流域下水道事業費特別会計予算
□第１４号議案　　平成十八年度広島県県営住宅事業費特別会計予算
□第１５号議案　　平成十八年度広島県高等学校等奨学金特別会計予算
□第１６号議案　　平成十八年度広島県病院事業会計予算
■第１７号議案　　平成十八年度広島県工業用水道事業会計予算

· これまでに態度は明らかにしている。

■第１８号議案　　平成十八年度広島県土地造成事業会計予算
· この事業についてはすでに問題点を明らかにしている。

□第１９号議案　　平成十八年度広島県水道用水供給事業会計予算
【その他の案件】

□第２０号議案　　広島県公立大学法人評価委員会条例案
□第２１号議案　　広島県障害者介護給付費等不服審査会条例案
□第２２号議案　　児童福祉法及び障害者自立支援法に基づく過料に関する条例案
□第２３号議案　　広島県歓楽的雰囲気を過度に助長する風俗案内の防止に関する条例案
□第２４号議案　　会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行に伴う関係条例の
　　　　　　　　　整理に関する条例案
□第２５号議案　　障害者自立支援法の施行に伴う関係条例の整理に関する条例案
■第２６号議案　　職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例案
□第２７号議案　　職員の勤務時間及び休暇等に関する条例の一部を改正する条例案
■第２８号議案　　広島県職員定数条例等の一部を改正する条例案
· 教員の定数削減をすすめるのでなく、少人数学級の拡充、事業の改善などにあてるべきである。

□第２９号議案　　広島県部設置条例の一部を改正する条例案
■第３０号議案　　広島県行政機関設置条例の一部を改正する条例案

· 農業改良普及事業はもっと充実させ、本県の自然環境を生かした農業の活性化に生かすべきである。3ヵ所への統合は、むしろ事業の後退に結びつくものであり反対する。

□第３１号議案　　広島県の事務を市町が処理する特例を定める条例の一部を改正する条例案
□第３２号議案　　議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正
                する条例案
■第３３号議案　　広島県手数料条例等の一部を改正する条例案
· 県民への新たな負担になり、賛成できない。

□第３４号議案　　広島県固定資産評価審議会条例の一部を改正する条例案
□第３５号議案　　広島県青少年健全育成条例の一部を改正する条例案
□第３６号議案　　自然公園施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例案
□第３７号議案　　広島県立もみのき森林公園設置及び管理条例の一部を改正する条例案
□第３８号議案　　広島県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例の一部を改正する条例案
□第３９号議案　　修学資金等の返還債務の免除に関する条例の一部を改正する条例案
□第４０号議案　　広島県動物愛護管理条例の一部を改正する条例案
□第４１号議案　　広島県介護保険財政安定化基金条例の一部を改正する条例案
□第４２号議案　　広島県公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例案
□第４３号議案　　広島県立高等学校等設置条例の一部を改正する条例（倉橋高校の削除）案
□第４４号議案　　広島県警察本部の組織に関する条例の一部を改正する条例案
□第４５号議案　　公衆に著しく迷惑をかける暴力的不良行為等の防止に関する条例の一部を
              改正する条例案
□第４６号議案　　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例の一部を改正
                  する条例案
□第４７号議案　　広島県個別労働関係紛争のあっせんに関する条例の一部を改正する条例案
□第４８号議案　　広島県かんきつ規格条例を廃止する条例案
□第５３号議案　　財産の無償貸付けについて

□第５４号議案　　全国自治宝くじ事務協議会を設ける普通地方公共団体の数の増加及びこれに
　　　　　　　　　伴う全国自治宝くじ事務協議会規約の一部変更について

□第５５号議案　　公立大学法人県立広島大学の定款の制定について

· 三大学の一法人化には反対したが、定款には教職員側意見も反映されたので賛成する。ただし、実際の法人化と運営に当たっては教職員の意見を十分に反映すること。

□第６１号議案　　特別児童扶養手当認定等事務の事務委託に関する協議について
□第６２号議案　　特別児童扶養手当認定等事務の事務委託に関する協議について
□第６３号議案　　漁港管理事務の委託事務の変更に関する協議について
□第６４号議案　　漁港管理事務の委託事務の変更に関する協議について
□第６５号議案　　水産基盤整備事業の費用の一部を受益市に負担させることについて
□第６６号議案　　農村整備事業の費用の一部を受益市に負担させることについて
■第６７号議案　　広島高速道路公社の定款の一部変更について
· 広島高速道路事業のうち、５号線の建設事業は採算性と効率性が大きく劣り、ムダな事業である。

□第６８号議案　　県立可部高等学校移転整備事業における特定事業に係る契約の締結について

□第６９号議案　　包括外部監査契約の締結について

【契約案件】

□第４９号議案　　工事請負契約の締結（豊島大橋補鋼桁工事）について
■第５０号議案　　工事請負契約の締結（広島港湾出島地区環境整備）について
　出島地区への産業廃棄物処理場の建設には地域住民の合意が十分図られてない。

□第５１号議案　　工事請負契約の締結（県営福島住宅２号館）について
□第５２号議案　　工事請負契約（豊島大橋主塔工事）の変更について
【指定管理者の指定案件】
□第５６号議案　　公の施設の指定管理者の指定（県立身体障害者リハビリセンター）について
□第５７号議案　　公の施設の指定管理者の指定（県立福山若草園）について
□第５８号議案　　公の施設の指定管理者の指定（県立心身障害者コロニー）について
□第５９号議案　　公の施設の指定管理者の指定（県営平成ヶ浜住宅及び駐車場）について
· この住宅はＰＦＩ方式で建設され、管理も建設した事業者が行うこととなった。ＰＦＩ方式にる　　建設自体は負担総額が大きくなるなど問題があるが、指定管理者の指定には反対しない。

□第６０号議案　　公の施設の指定管理者の指定（前記以外の県営住宅及び駐車場）について
【補正予算案件】
□追県第　１号議案　　平成十七年度広島県一般会計補正予算（第七号）
□追県第　２号議案　　平成十七年度広島県証紙等特別会計補正予算（第一号）
□追県第　３号議案　　平成十七年度広島県管理事務費特別会計補正予算（第一号）
□追県第　４号議案　　平成十七年度広島県公債管理特別会計補正予算（第一号）
□追県第　５号議案　　平成十七年度広島県中小企業支援資金特別会計補正予算（第一号）
□追県第　６号議案　　平成十七年度広島県農業改良資金特別会計補正予算（第一号）
□追県第　７号議案　　平成十七年度広島県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第一号）
□追県第　８号議案　　平成十七年度広島県県営林事業費特別会計補正予算（第二号）
■追県第　９号議案　　平成十七年度広島県港湾特別整備事業費特別会計補正予算（第四号）
□追県第１０号議案　　平成十七年度広島県流域下水道事業費特別会計補正予算（第二号）
□追県第１１号議案　　平成十七年度広島県県営住宅事業費特別会計補正予算（第三号）
□追県第１２号議案　　平成十七年度広島県高等学校等奨学金特別会計補正予算（第一号）
□追県第１３号議案　　平成十七年度広島県病院事業会計補正予算（第三号）
■追県第１４号議案　　平成十七年度広島県工業用水道事業会計補正予算（第三号）
■追県第１５号議案　　平成十七年度広島県土地造成事業会計補正予算（第四号）
□追県第１６号議案　　平成十七年度広島県水道用水供給事業会計補正予算（第三号）

■追県第１７号議案　　広島県副知事の選任同意について

【意見書案件】

□「更なる地方分権改革の推進を求める意見書」

· 地方分権改革についての評価はわが党と大きく異なるが、地方公共団体の安定的な運営に配慮する一般財源の総額確保の必要性は極めて大きく、この点に鑑み賛成する。

□「万全なＢＳＥ対策を求める意見書」

□「広島厚生年金会館の機能の存続を求める意見書」

□「次世代育成支援対策の充実強化を求める意見書」

　＊わが党は、「全額国庫負担の最低保障年金制度の創設を求める意見書」案を提出し、年金制度についての改革提案を行ないましたが、生活福祉委員会で否決となりました。

【本会議における各議案の採択に対する態度】

　以上、賛否を明らかにしてきました。本会議場での採決にあたり以下の態度をとりました。

●県第56号議案から県第60号議案までの5件＝賛成

＊指定管理者の指定の議案ですが、県立福祉施設は福祉事業団、県営住宅と駐車場（県営第二上安住宅及び県営平成ヶ浜住宅を除く）の管理は住宅供給公社そして、県営平成ヶ浜住宅及び駐車場はPFIですでに決まっているフジタビルメンテナンス（株）。

●特別多数議決を必要とする県第４３号議案「広島県立高等学校等設置条例の一部を改正する条例案」＝賛成

＊倉橋高校の廃校は決定されているので賛成とする。

●県第69号議案「包括外部監査契約の締結について」＝賛成

＊品川眞知子税理士を包括外部監査人として契約するものです。広島エアポートビレッジ開発（株）の外部監査報告はよく出来たものと評価ています。

　　　

　

●県第56号議案から県第60号議案までの5件、県第43号議案及び県第69号議案を除く各案を一括＝反対

＊各案についての賛否はすでに明らかにしています。県第28号議案、県第30号議案、県第33号議案、県第50号議案、県第67号議案に反対、その他、県民生活にかかわる賛成しうる議案も多数ありますが、採択にあたり一括採決のため政治的比重に鑑みて反対としました。

　

●県第31号議案「広島県の事務を市町が処理する特例を定める条例の一部を改正する条例案」＝賛成

　＊事務権限を市町に移譲するもので、財源は県が負担することになっている。

●平成18年度当初予算を一括上程＝反対

＊平成17年度当初予算についての評価は冒頭で問題点を明らかにしており反対としました。

●追県議大17号議案　広島県副知事の選任同意について＝反対

＊国土交通省　航空局　環境整備課長　有岡宏氏を副知事に選任するものでですが、総務省の天下り人事であり賛成できません。

●県議第１号議案　広島県議会条例の一部を改正する条例案＝賛成

＊文言、字句の整理ですので問題はない。

●知事の政治資金規正法違反事件に関する調査特別委員会の設置を求める決議案＝賛成

＊理由はすで述べています。

●知事後援会の政治資金規正法違反問題等に関する調査会の設置に係る決議案＝反対

＊理由はすで述べています。

●藤田知事の辞職勧告に関する決議案＝賛成

＊理由はすで述べています。

●意見書案の提出＝賛成

＊各意見書についての態度はすでに明らかにしています。
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